
契約の対象者
残置物処理等に関するモデル契約条項は、高齢の借り
主が亡くなって残された物品の処理にまつわる、オーナー
様の不安と負担を減らす目的で作られたものです。そのた
め、上記の不安が少ないと判断される借り主の場合は、
契約を結んでも法的に無効になってしまうおそれがありま
す。

たとえば、若い入居者の場合、突然死や孤独死のリスク
が比較的低いため、残置物処理等に関するモデル契約
条項が無効になる可能性が高いといえるでしょう。また一
世帯あたり2人以上いる高齢借り主の場合も、処理・手
続きなどを任せられるため、同様に効力が認められにくいと
いえます。

受任者をオーナー様に設定しない
契約解除の手続きを担う「受任者」には、相続人や居住
支援法人などを指定しましょう。オーナー様自身が受任者
になってしまうと、借り主や相続人と利益相反してしまい、
トラブルになる可能性があるためです。

廃棄処理までに一定期間を設ける
借り主が亡くなった後、実際に物品を移動・廃棄・換価を
する際は、それぞれ目安の期間が設けられている点に注
意しましょう。まず、物品を死後2週間以内に移動させる
場合、死亡時通知先となっている方に対して通知しなけ
ればなりません。また物品を廃棄・換価するまでは、3カ月
程度の期間を設けるのが望ましいとされています。

より詳しい理解のために
残置物処理等に関するモデル契約条項は、国土交通省
の公式サイト内「残置物の処理等に関するモデル契約条
項」のページにまとめられています。
そのまま使用できる形になっている契約
書式や、条文ごとの解説、活用ガイド
ブックなどが公開されているため、理解を
深めるために確認しておきましょう。

残置物処理等に関するモデル契約条項とは
高齢の借り主もオーナー様も安心の仕組み作り

「残置物処理等に関するモデル契約条項」とは、国土交通
省と法務省が策定した、契約条項のひな形のことをいいます。
任意で取り交わす死後事務委任契約のひとつで、借り主が
亡くなったあと、残された物品の処理に特化した内容であるこ
とが特徴です。

残置物処理等に関するモデル契約条項の種類と内容は、
大まかに3つに分けられます。

このうち、1.の「賃貸借契約を解除する手続きを任される人・
法人」と2.の「残された物品の処理を任される人・法人」が同
じ人を指す場合は、合わせて1契約としても問題ありません。
「残置物」には、借り主の所有物、借り主以外の所有物、金
銭類があります。借り主の所有物は基本的に廃棄または換
価しますが、廃棄を希望しないとして指定された「指定残置
物」は、相続人へ返還しなければなりません。
また借り主以外が所有している物品も、もとの所有者へ返却
する必要があります。

➀賃貸借契約の際に、残置物処理等に関する契約書面も
取り交わす
➁借り主が破棄してほしくない物品（指定残置物）をリスト
化、またはシールを貼って準備しておく
➂借り主が亡くなったのち、解除事務受任者（契約解除の
手続きを任されている人・法人）へ通知し、代理で賃貸借
契約を終了させてもらう
④残置物処理事務受任者（物品の処理を任されている
人・法人）へ通知し、委任者死亡時通知先に指定された
方への連絡対応をしてもらう
⑤残置物処理事務受任者に物品の確認・記録業務をして
もらう
⑥残された物品を指定先へ送付したり、換価・廃棄・移動・
供託する
⑦借り主の相続人に費用を精算してもらう、あるいは換価し
たお金や、物件内に残されたお金などの合計額で費用を控
除する

残置物処理等に関するモデル契約条項とは？ 残置物処理等に関するモデル契約条項
における注意点

残置物処理等に関するモデル契約条項の内容

 書式の種類 記載する内容 

1. 解除関係事務委任契約に関する契約書式 「賃貸借契約を解除する手続きを任される人・法人」と

「借り主」で交わす契約について 

2. 残置物関係事務委託契約に関する契約書式 「残された物品の処理を任される人・法人」と「借り主」で

交わす契約について 

3. 上記ふたつの契約条項を前提とした賃貸借契約を結ぶにあ

たり、賃貸借契約に追加する項目 

「オーナー・大家さん」と「借り主」の契約に際して、特約と

して盛り込む項目 
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優良な入居者を選ぶために！
入居審査で気を付けておくべき7つのポイント

安定した家賃収入を得るため

不動産経営は、入居者が支払う家賃によって成り立つた

め、安定した賃貸収入を得るには、家賃の支払い能力が

ある方に入居してもらう必要があります。入居審査で入居

希望者・連帯保証人の収入や貯蓄・職業などをチェックす

ることで、家賃収入が滞ってしまうリスクを下げられるのです。

不動産経営の大きな魅力である「長期的な安定収入」を

得るために、徹底した入居審査で入居希望者の経済状

況を調べておきましょう。

トラブルを避けるため

もし入居希望者に家賃の支払い能力が十分にあったとし

ても、部屋で騒ぐ・ゴミ出しのルールを守らないなどのトラブ

ルを起こす方だった場合、オーナー様に以下のような不利

益が生じてしまう可能性があります。

・トラブル対応にコストがかかる

・ほかの入居者が退去する

・物件にマイナスイメージがつき新たな入居者が決まりづら

くなる

入居審査で入居希望者がどのような人柄なのかを確認す

ることで、未然に上記のようなリスクを防げる可能性があり

ます。

入居希望者に家賃の支払能力があるか

もし家賃の支払能力がない方を入居させてしまうと、家賃

の支払いが滞ってしまう可能性が高まります。

そのため、入居希望者に家賃の支払能力があるか否かは

しっかり確認する必要があるでしょう。

主な基準となるチェックポイントは以下のとおりです。

・年収が家賃（1カ月分）の36倍程度あるか

・安定した収入が得られる職業に就いているか

・家賃の12倍〜24倍の貯蓄があるか

安定した家賃収入を継続的に得るため、入居希望者の

経済状況はしっかり確認しておきましょう。

過去に家賃滞納歴がないか

可能であれば、入居希望者が家賃を滞納した経験がある

かを調べておくと良いでしょう。

入居希望者の家賃滞納歴は、家賃保証会社を利用し

ている場合に確認できます。

家賃保証会社の中でも「信販系保証会社」「信用系保

証会社」は過去の家賃取引履歴をデータから参照できる

場合があります。

ト
ラ
ブ
ル

対
応

入居審査が重要な理由

入居審査で気を付けておくべきポイント

連帯保証人に家賃の支払能力があるか

もし入居者が家賃を滞納した場合、連帯保証人に家賃を

請求することになります。

そのため、入居希望者だけでなく連帯保証人についても、

家賃の支払能力があるかを確認しておく必要があります。

連帯保証人については年収・職業・貯金だけでなく、以下

の内容についても確認しておくと安心です。

・入居希望者との関係性

・確実に連絡の取れる場所に居住しているか

入居希望者の人柄に問題はないか

人柄の面で問題のある方を入居させてしまうと、後々トラブ

ルになる可能性が高くなってしまいます。そのため、入居希

望者の人柄についても確認しておくと安心です。

・言葉遣いが乱暴でないか

・態度が横柄でないか

・非常識な要望がないか

・反社会勢力との繋がりを連想させる容姿でないか など

入居希望者と直接会う機会がない場合は担当者からヒアリ

ングするなどの方法を検討しましょう。

入居希望者の家族構成が物件に合っているか

入居希望者の家族構成と物件がマッチしているかには十分

気を配る必要があります。

家族構成が異なる世帯が隣や上下で入居した場合、生活

環境の違いからクレームが起きやすいためです。例えば、子

どもが複数いるファミリー世帯では、子どもの遊ぶ音や走り回

る音が響く可能性が考えられます。

近隣に住む方が同じ子どものいる世帯であれば「子どもがい

るから」と理解されやすいですが、単身など子どもがいない世

帯の場合「騒音が気になる」とクレームにつながってしまう可

能性もあります。

入居希望者の入居形態は適切か

入居希望者が望む「入居形態」も、審査で気を付けておく

べき重要なポイントです。特に気を付けておかなければなら

ないのは「ルームシェア」や「同棲」など、他人同士が一緒に

住む場合です。一緒に住むこと自体は大きな問題ではあり

ませんが、もし当事者間でトラブルが起きてしまった場合、一

人だけが部屋に残されてしまうことも考えられるでしょう。

仮に残された一人に家賃を支払う能力がなかった場合、支

払いが滞ってしまう可能性があるので注意が必要です。

そのため、入居審査時には入居する方の関係性を確認し、

家族以外と住む場合には、物件に住むすべての入居者に

契約してもらう「連名契約」にしてもらうと安心でしょう。



所得税・相続税の申告と納税

相続が発生した年には、確定申告書の提出義務のある方が亡くなられた場合、相続
人は「所得税の確定申告」を行わなければなりません。また、相続税の計算をして、申
告が必要となった場合には、「相続税の申告」を行う必要があります。

■準確定申告の必要な方
被相続人のその年の1月1日から亡くなられた日
までの所得を計算して、被相続人に納付すべき
所得税がある場合、相続人は所得税の申告を
行わなければなりません。これを準確定申告とい
います。

■準確定申告のときに所得から控除される額
医療費控除は亡くなられた日までに実際に支払っ
た額に限られますので、亡くなられた後に支払った
医療費は控除の対象になりません。（ただし、相
続税の課税価格の計算上、債務として控除する
ことができます）。
社会保険料控除・生命保険料控除・地震保険
料控除の対象となるのは、医療費控除と同じく亡
くなられた日までに支払われた額です。社会保険
料は、支払った額または給与から差し引かれた額
の全額が所得控除できます。生命保険料・地震
保険料は保険料控除の対象となる保険料の一
定額が所得控除できます。
そのほかに、配偶者控除や扶養控除等もあります。
これらに該当するかどうかの判定は、亡くなられた
日の現況によります。
この準確定申告は各相続人の氏名・住所・被相
続人との続柄などを記入した準確定申告書の付
表を添付し、相続人の住所ではなく被相続人の
住所地を管轄する税務署に提出します。

■準確定申告の期限
相続の開始があったことを知った日の翌日から4ヵ
月以内に、被相続人の住所地の税務署に所得
税の申告を行います。

■相続税の申告が必要な方
相続税は、相続財産の総額から基礎控除額を
控除して課税遺産相続を求め、これを基にして税
額を計算します。したがって、相続財産の総額が
基礎控除額以下であれば相続税は課税されま
せんので申告も不要です。
ただし、小規模宅地等についての相続税の課税
価格の特例を適用した結果、相続財産の総額
が基礎控除額以下となる場合には、相続税の申
告書を提出しなければなりません。また、配偶者
の税額軽減の規定を適用した結果、納付税額
がないこととなった場合も相続税の申告書を提出
しなければなりません。

■申告期限と納付方法
相続の開始があったことを知った日（通常、
被相続人の死亡した日）の翌日から10ヵ月
以内に申告します。例えば、4月1日に亡くな
った場合には、翌年の2月1日が申告期限に
なります。その日が土曜日、日曜日、祝日な
どにあたる場合は、その翌日が期限となります。
納付方法は原則として、金銭で一時に納付
しなければなりません。しかし、それができない
場合には、税務署長の許可を受けて「延納」
や「物納」にすることもできます。

〇相続人が2人以上いる場合
各相続人が連名により準確定申告書を提出
することになります。その際、各相続人の氏
名・住所・被相続人との続柄などを記載した
準確定申告書の付表を添付します。ただし、
他の相続人の氏名を付記して各人が別々に
提出することもできます。この場合には、他の
相続人に申告した内容を通知しなければなら
ないことになっています。

所得税の準確定申告

〇みなし相続財産
以下のような財産は被相続人の所有財産で
はありませんが、税法の規定により相続税の
計算上相続財産とみなされます。
・被相続人が被保険者で保険料を負担して
いた生命保険契約などから支払われる死亡
保険金
・死亡退職金
相続人が死亡保険金や死亡退職金を受け
取った場合には、各々「500万円×法定相続
人の数」までの金額が非課税になります。

相続税の申告と納税

知った日の翌日から10ヵ月以内
応答日
2月1日

死亡
4月1日

翌年1月1日 申告期限
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